
討議資料
皆様からのご意見を

お待ちしています。（連絡先は裏面）

中西大輔 3年間12回の一般質問のピックアップ！

中西だいすけ五島市議 34歳の活動報告（第12号）

年に4回の定例議会において、欠かさず一般質問を行い、市長の考えを質し、提案をしてきました。

子供が雨の日に遊べる場所が少ない！
多くの保護者が雨の日に遊ぶ場所が少なく困っている。五島市
の対策が不十分だと感じるが、市長はどのように感じているか？
新図書館の絵本を子供に読み聞かせるコーナーはしっかり整備
をさせていただきたい。➡ 本当にこれだけで十分でしょうか？？

中西

市長

2021年 3 月

どの地域でも共通するお困りで多いのが猫の苦情。
横の繋がりを強化したり、対策窓口を市で設ける考えはないのか。
基本的には県に対応してもらい、市で専用の職員を配置したり
する事は考えてない。

中西

市長

増えすぎる猫！どうにかならないの！？2021年 9 月

子供の心理的負担の解消、保護者の経済的負担の軽減、
移住促進に繋がるため、無償化すべきではないか。
食材費を除いた３億 3,400 万円を市が負担する中、さらなる
負担増につながる無償化は考えていない。
※長崎県内では佐世保市（中学3年生）、波佐見町（全小中）が給食費の無償化に向けた予算を計上

中西

市長

学校給食費は無償化できないの！？2022 年 3 月

五島市は本当に住みやすい島？
五島市は総合戦略で「暮らしやすい、住みやすいと感じる市民」
の割合を令和６年の目標 80％としているが、実態は。
平成 30 以降、80％の数値から遠ざかっているということにつ
いて、真摯に受け止めなければいけない。
※平成 30 年：79％ 令和元年：70.5％ 令和２年：73.6％ 令和３年：72.2％算を計上

中西

市長

2022 年12 月

増え続ける空き家への対策は？
人口減少対策のブレーキが住宅問題、特に空き家の解体問題。
これを解消するため予算をつけるべきではないか。
所有者自らがその責任でもって維持管理し、古くなったら自分で
解体をするのが当たり前のことだ。

中西

市長

2023年6月

交通課題の解消に向けた対策は？
バスやタクシーといった公共交通を担う運転手の不足・高齢化は待った
なしの状態。議論が進むライドシェアに対する五島市の考え方は。
導入できるのであれば、交通手段の１形態として実施したい。
出来るだけ早い時期に実証をしていきたいという思いは十分にある。

中西

市長

2023 年12 月



中西だいすけ五島市議 34歳 討議資料（第12号）の活動報告

市民の皆様のお陰で、市議として3年間政治活動を
継続する事が出来ました。普段から議会をご覧頂い
たり、応援して下さる方々に大変感謝申し上げます。

残りの任期も1年となりましたが、引き続き地域の皆様
からの声を大事にしながら活動を継続していきます。 

そのお金、ちょっと待った！をピックアップ！
3年間、疑問があるお金の使い道について、是々非々で議論をしてきました。

12月議会の一般質問はこちら

大盤振る舞い？“今だ！五島へ行こう!” キャンペーン事業 【1億円】
市長は「関東を中心に宿泊客数が増加したことなどから、
五島市の観光入り込み客数の増加や景気浮揚につながった」と評価。
市民のためにも使える貴重な 1億円を観光客にバラまく事に反対。
観光関連以外の事業者や、物価高騰で苦しむ市民生活の安定のために使うべき。中西の意見

採 択 結 果

2022 年 3 月

誰のため？ドローン買物支援事業 【728万円 (次年度1,658万円)】
市長は9月議会で「買物は自己責任でお願いしたい。これは買物弱者を救う
ために考えた予算ではない」と驚きの答弁。サービス開始から11月末時点
での利用者の合計は 26人、回数78回（3月までの目標数値は2,523回）
物量の制限が 1.75kg である事や費用対効果の面、福江島内の陸路では別
の移送手段がある事から疑問。移動販売の支援など、買物弱者のニーズに
合った買物支援を検討すべき。

2023 年 6 月

中西の意見

採 択 結 果

見切り発車？モバイルクリニック事業 【5,343 万円】
導入費用は国の負担で賄えたものの、維持費の財政負担
2,171 万円 (R5 年度 ) は市の負担として掛かっている。
利用者のニーズや維持管理の財政負担を慎重に検討すべきであり、
安易に国の補助に飛びつくべきではないと問題提起。

2022 年 6 月

中西の意見

採 択 結 果

利用頻度は？支所・本庁間遠隔相談窓口設置事業 【992 万円】
導入費の半額は国の補助があるものの、維持費の
財政負担 46 万円は市の負担となる見込み。
費用対効果の検証が不十分である。他市でも導入されている
Zoom 等の代替手段についても検討すべきと提案。

2023 年 3 月

中西の意見

採 択 結 果


